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NY マーケットレポート（2018 年 1 月 3 日） 
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NY市場レポート 
 

≪ NY市場概況 ≫ 

 

NY市場では、序盤はやや限定的な動きとなったが、米 ISM製造業景況指数、建設支出が予想を上回る結果となったことを受けて、ドル

は堅調となった。その後、ドルは上値の重い動きが見られたものの、米 FOMCの議事録が公開され、大半のメンバーが緩やかなペースで

の利上げ継続を支持していることが明らかになったことが好感され、ドルは主要通貨に対して堅調な動きとなった。また、米株式市場

では、ダウ平均株価、ナスダックなどが取引時間中、終値ベースの最高値を更新したことも影響し、クロス円も底固い動きとなった。 

 

 

ドイツの失業率、過去最低の 5.5％に低下 

 

ドイツの 12月雇用統計では、失業率は 5.5％と過去最低となり、1990年の東西ドイツ統一後で最も低い水準となった。また、失業者数

は-2.9万人と、市場予想を大きく上回る減少となり、2011年 9月以来の大きな減少幅となった。企業景況感がやや軟化しているものの、

経済の活況は継続していることが示された。ただ、マーケットの反応は限定的となった。 

 

 
出所：Bloomberg 

 

出所：Bloomberg 
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米 ISM製造業景況指数が昨年 9月以来の高水準 

 

12月米 ISM製造業景況指数は、市場予想の 58.2を上回る 59.7となり、前月から 1.5ポイント上昇し、昨年 9月以来の高水準となった。

製造業の景気拡大・縮小の分岐点となる 50は 16ヵ月連続で上回った。主な副指数では、仕入れ価格が 69.0（前回 65.5）、生産が 65.8

（63.9）、新規受注が 69.4（64.0）、受注残が 56.0（55.0）と前月から上昇したが、雇用は 57.0（59.7）と低下した。また、18 業種中

16業種が景況拡大、縮小は 2業種だった。 

 

 
出所：Bloomberg 
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FOMC議事録公開を受けて、ドルが上昇 

 

・「大半の当局者が緩やかなペースでの利上げ継続を支持」 

・「利回り曲線フラット化、異例ではないと意見が全般に一致」 

・「利上げペースの加速あるいは減速の論拠を討議」 

・「減税で投資がわずかに拡大と多くの当局者が予想」 

 

・「低いインフレ期待を幾人かの当局者が懸念」 

・「減税によるインフレ高進が利上げ加速の論拠」 

・「インフレ率の 2％目標未達成が利上げ減速の一因」 

・「労働市場ひっ迫がインフレ押し上げると多くが予想」 

 

・「インフレは緩やかに 2％に上昇すると過半数が予想」 

・「物価水準と GDPの目標を検討するよう数人が提案」 

 

 

出所：Net Dania 
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米ダウ平均株価は最高値を更新。 

 

米株式市場は、世界経済の先行きに対する楽観的な見方や、米経済指標の改善を受けて、主要株価は堅調な動きとなった。その後、や

や上値の重い動きが続いたが、終盤には一段の上昇となった。ダウ平均株価は、序盤から堅調な動きとなり、取引時間中、終値ベース

の最高値を更新した。また、ナスダックや S&P500も最高値を更新した。 

 

 

出所：Bloomberg 

 

出所：データを基に SBILMが作成 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


